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上 場 会 社 名 株式会社トライアンフコーポレーション 上場取引所 東 

コ ー ド 番 号 3651 ＵＲＬ http://www.uet.jp 

代 表 者 (役職名) 代表取締役 (氏名) 小澤 勝 

問合せ先責任者 (役職名) 経営管理部 部長 (氏名) 末次 達也 (TEL)03(5332)6751 

四半期報告書提出予定日 ― 配当支払開始予定日  ― 

四半期決算補足説明資料作成の有無 ：無 

四半期決算説明会開催の有無 ：無 

（百万円未満切捨て） 
１．平成 30年９月期第１四半期の連結業績（平成 29年 10月１日～平成 29年 12月 31日） 
（１）連結経営成績（累計）                                                  （％表示は、対前年同四半期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属
する四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

30年９月期第１四半期 563 1.1 62 67.5 59 80.0 50 192.2 
29年９月期第１四半期 557 45.0 37 - 33 885.3 17 841.0 

（注）包括利益  30年 ９月期第１四半期 55百万円（348.4％） 29年 ９月期第１四半期 12百万円（744.4％） 

   29年９月期第１四半期の営業利益に関する増減率は 1,000％を超えているため表示しておりません。 

 

 
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益  

 円   銭 円   銭 

30年９月期第１四半期 48.40 40.63 
29年９月期第１四半期 16.76 14.04 

 
（２）連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 

 百万円 百万円 ％ 

30年９月期第１四半期 2,508 329 13.1 
29年９月期 2,553 273 10.7 

（参考）自己資本  30年９月期第１四半期 329百万円  29年９月期第１四半期 141百万円 

 
２．配当の状況 

 
年間配当金    

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期 末 合 計    

 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭    
29年９月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00    
30年９月期 ―        

30年９月期(予想)  0.00 ― 0.00 0.00    

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無 

 
３．平成 30年９月期の連結業績予想（平成 29年 10月１日～平成 30年９月 30日） 

（％表示は、対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属

する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円   銭 

通  期 2,356 △1.8 132 △18.8 119 △19.6 101 △7.0 97.09 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：有 
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※ 注記事項 
 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 
：無 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ：無 
 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無 

② ①以外の会計方針の変更 ：無 

③ 会計上の見積りの変更 ：無 

④ 修正再表示 ：無 
 

（４）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 30年９月期１Ｑ 1,044,000株 29年９月期 1,044,000株 

② 期末自己株式数 30年９月期１Ｑ ―株 29年９月期 ―株 

③ 期中平均株式数(四半期累計) 30年９月期１Ｑ 1,044,000株 29年９月期１Ｑ 1,031,500株 

 
 
※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

  当社は有価証券報告書提出会社ではないため、四半期報告書を作成する予定はありません。そのため、四半

期レビュー手続も行われません。 

 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であ 

ると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「経 

営成績に関する説明」をご覧ください。 
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  当社は有価証券報告書提出会社ではないため、四半期報告書を作成する予定はありません。そのため、四半

期レビュー手続も行われません。 

 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であ 

ると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「経 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

（当期の経営成績） 

情報技術事業においては、当第１四半期連結累計期間におけるＳＳＢ（システム・サービス・ビジネス）の

ＳＥ稼働率が97.0％（前年同期97.3％）と高水準を維持し、売上高は488,147千円（前年同期6.8％増）となり

ました。ＳＳＢにおける人材採用活動は、ＩＴ人材の不足と採用競争が激化しているものの、計画４名に対

して実績２名となりました。一方、ＳＰＢ（システム・プロダクト・ビジネス）は、引き続き好調な受注に支

えられており、売上高は17,495千円（前年同期18,146千円）となりました。こうした活動の結果、情報技術事

業の当第１四半期連結累計期間の売上高は505,642千円（前年同期比6.4％増）となりました。 

不動産事業においては、当第１四半期連結累計期間の末日現在における賃貸収入稼働率は89.8％（前年同

期91.2％）となりました。その結果、不動産事業の当第１四半期連結累計期間の売上高は16,865千円となりま

した。 

流通販売事業においては、当社子会社である株式会社アドバンスが、平成29年12月１日付で事業譲渡によ

りにより、株式会社スワンキスが運営するアパレルブランド「Last Virgin」の企画・販売を行う事業を取得

しました。これは、株式会社アドバンスにとって、販売代行事業に加えて、商品の企画・販売を行うブランド

事業への進出と業容拡大の機会となりました。その結果、流通販売事業の当第１四半期連結累計期間の売上

高は37,709千円となりました。 

以上の結果、当社グループの当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高563,217千円（前年同期比1.1％

増）、営業利益62,959千円（前年同期比67.5％増）、※ＥＢＩＴＡ72,151千円（前年同期比59.3％増）、経常

利益59千円（前年同期比80.0％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益50,531千円（前年同期比192.2％増）

となりました。 

※ＥＢＩＴＡは、営業利益に減価償却費（無形固定資産）を加算した額です。 

 

（今後の見通し） 

 当社の販売費および一般管理費の実績が計画を下回りました。この影響により、当社個別の業績予測は、

営業利益ベースで1,140千円の上方修正、当期純利益ベースで1,669千円の上方修正となりました。 

 情報技術事業において、商社向けソフトウェア開発プロジェクトにつき中間リリースしたソフトウェアに

重大なバグが生じ、その修正に必要な人員を追加投入したため、追加費用の見積りが当初予定を8,163千円上

回って赤字化する見通しです。一方、他のプロジェクトは順調に推移しており、かつ、ＳＰＢにおける稼働工

数が計画を上回っており今後も継続する見通しであるため、情報技術事業全体としては業績が上振れする傾

向で推移しています。これらの影響により、情報技術事業における業績予測は、営業利益ベースで29,456千円

の上方修正、当期純利益ベースで20,357千円の上方修正となりました。 

 不動産事業において、平成30年１月中に関西地方で収益不動産物件を取得したため、取得費用の負担と売

上高の増加を見込んでいます。また、平成28年９月期に取得した収益不動産に対する不動産取得税の見積り

を引当金として同連結会計年度末日に計上したため課税所得の一時差異が生じており、その後長らく課税当

局からの請求がありませんでしたが、当第１四半期累計期間において請求があり支払いが実現したため課税

所得の一時差異が解消し、法人税等△1,440千円の影響がありました。これらの影響により、不動産事業にお

ける業績予測は、営業利益ベースで1,401千円の下方修正、当期純利益ベースで431千円の上方修正となりま

した。 

 流通販売事業において、平成29年12月１日付で取得した Last Virgin 事業に関して負ののれん発生益

9,213千円を認識しました。当社グループは、Last Virgin 原宿店の出店を３月上旬に予定しており、設備取

得に関する費用の負担と売上高の増加を見込んでいます。これらの影響により、流通販売事業における業績

予測は、営業利益ベースで3,391千円の上方修正、当期純利益ベースで12,780千円の上方修正となりました。 

 以上のとおり当社グループの業績を合理的に予測しなおした結果、平成29年11月30日に公表した業績予想

を大幅に上回ることが判明しました。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項  

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動  

重要な子会社の異動はありません。  

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示  

該当事項はありません。 
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３．四半期連結財務諸表 

（１）四半期連結貸借対照表                              （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

（平成29年９月30日） 

当第１四半期連結会計期間 

（平成29年12月31日） 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 717,052 651,207 

受取手形及び売掛金 269,023 264,144 

  商品及び製品  0 11,960 

   仕掛品 13,136 25,264 

繰延税金資産 3,440 1,324 

前払費用 11,338 10,460 

その他 2,773 3,897 

貸倒引当金 △3,944 △3,845 

流動資産合計 1,012,821 964,412 

固定資産   

有形固定資産   

   建物および構築物 476,509 478,399 

工具、器具及び備品 633 561 

土地 721,855 721,855 

その他 1,817 1,632 

有形固定資産合計 1,200,815 1,202,448 

無形固定資産   

   のれん 195,931 186,741 

その他 72 31 

   無形固定資産合計 196,004 186,773 

投資その他の資産   

投資有価証券 105,341 113,898 

長期貸付金 7,927 7,833 

長期前払費用 2,815 2,650 

保証金 33,030 36,072 

   繰延税金資産 1,843 1,676 

   その他 530 500 

   貸倒引当金 △8,048 △7,967 

   投資その他の資産合計 143,440 154,663 

固定資産合計       1,540,260 1,543,885 

資産合計 2,553,081 2,508,298 
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                                                （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

（平成29年９月30日） 

当第１四半期連結会計期間 

（平成29年12月31日） 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 83,227 82,124 

一年以内返済予定長期借入金 281,097 263,178 

一年以内償還予定社債 64,000 64,000 

未払金 116,568 136,439 

未払費用 29,929 818 

未払法人税等 34,116 16,193 

未払消費税等 27,179 29,503 

預り金 32,686 26,126 

前受収益 11,470 11,872 

その他 ― 291 

  流動負債合計 680,276 630,547 

固定負債   

長期借入金 1,534,593 1,479,591 

社債 40,000 40,000 

繰延税金負債 7,423 10,520 

資産除去債務 11,797 12,826 

その他 5,657 5,574 

固定負債合計 1,599,471 1,548,512 

負債合計 2,279,747 2,179,059 

純資産の部   

株主資本   

資本金 32,125 32,125 

資本剰余金 47,078 47,078 

利益剰余金 181,602 232,134 

株主資本合計 260,806 311,338 

  その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 12,527 17,900 

  その他の包括利益累計額合計 12,527 17,900 

非支配株主持分 ― ― 

純資産合計 273,333 329,238 

負債純資産合計 2,553,081 2,508,298 
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（２） 四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

【四半期連結損益計算書】 

 【第１四半期連結累計期間】 

(単位：千円) 

 
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間 

(自  平成28年10月１日 (自  平成29年10月１日 

 至 平成28年12月31日)  至 平成29年12月31日) 

売上高 557,256 563,217 

売上原価 396,896 399,817 

売上総利益 160,360 163,399 

販売費及び一般管理費 122,770 100,440 

営業利益 37,590 62,959 

営業外収益   

 受取利息及び配当金 1,061 39 

 助成金収入 ― 600 

その他 430 823 

 営業外収益合計 1,491 1,463 

営業外費用   

 支払利息 4,717 4,668 

 その他 1,189 31 

 営業外費用合計 5,906 4,699 

経常利益 33,174 59,722 

特別利益   

 負ののれん発生益 ― 9,213 

特別利益合計 ― 9,213 

税金等調整前四半期純利益 33,174 68,936 

法人税､住民税及び事業税 7,201 16,161 

法人税等調整額 9,718 2,244 

法人税等合計 16,919 18,405 

四半期純利益  16,254 50,531 

非支配株主に帰属する四半期純利益または

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） 
△1,038 ― 

親会社株主に帰属する四半期純利益 17,293 50,531 

  



（株）トライアンフコーポレーション(3651)平成30年９月期 第１四半期決算短信 

 

7 

 

【四半期連結包括利益計算書】 

 【第１四半期連結累計期間】 

(単位：千円) 

 

前第１四半期連結会計期間 

（自 平成28年10月１日 

  至 平成28年12月31日） 

当第１四半期連結会計期間 

（自 平成29年10月１日 

    至 平成29年12月31日） 

四半期純利益 16,254 50,531 
その他の包括利益   
 その他有価証券評価差額金 △3,786 5,373 
  その他の包括利益合計 △3,786 5,373 
四半期包括利益 12,468 55,904 
（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 13,506 55,904 
非支配株主に係る四半期包括利益 △1,038 ― 

  



（株）トライアンフコーポレーション(3651)平成30年９月期 第１四半期決算短信 

 

8 

 

（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

 

（継続企業の前提に関する注記表） 

該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

該当事項はありません。 

 


